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序     文 

独立行政法人国際協力機構は、タジキスタン共和国の太陽光等を活用したクリーンエネ

ルギー導入計画にかかる協力準備調査を実施し、平成 21年 7月 21日から 8月 8日まで、

また、8月 30日から 9月 24日まで調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、タジキスタン政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地

調査を実施しました。帰国後の国内作業の後、平成 22年 2月 26日から 3月 6日まで実施

された概略設計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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経済基盤開発部長 
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伝 達 状 

今般、タジキスタン共和国における太陽光等を活用したクリーンエネルギー導入計画準

備調査が終了いたしましたので、ここに最終報告書を提出いたします。 

本調査は、貴機構との契約に基づき弊社が、平成 21年 7月より平成 22年 3月までの 8

ヵ月にわたり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、タジキスタンの現

状を十分に踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに

最も適した計画の策定に努めてまいりました。 

つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 
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要     約  



要     約 

1．国の概要 

タジキスタン国（以下「タ」国という）は国土の 93％が山岳地帯で、その約半分が 3,000m

級の山で覆われている。国境を、北にキルギス、東に中国、西にウズベキスタン、南にア

フガニスタンと接している内陸国である。面積は約 14.3 万 km2と日本の半分以下であり、

人口は約 680万人（2008年）である。 

大陸性気候ではあるが、地域によって寒暖の差が激しい気候となっている。そのため、

夏は最高気温が 40度を超える暑さとなり、冬は最低気温が－20度に達する寒い気候となる。

首都ドゥシャンベの水平面日射量は、年間平均で 4.6kWh/m2と東京の 3.7kWh/m2と比較

して大きな値である。 

経済状況は、ソ連解体に伴う独立と、それに続いた内戦により停滞していたものの、2002

年以降は平均 9％という高い経済成長率を維持している。2008年のGDPは 51億USドル、

一人当たり GDPは 795.1USドル（2008年、IMF）であり、産業別 GDP比率は、第 1次

産業 21.4%、第 2次産業 27.5%、第 3次産業 51.0%となっている。しかしながら、輸入依

存度が高いため、2007年には 20％を超える高いインフレ率となっている。 

2．プロジェクトの背景、経緯及び概要 

(1) 上位計画 

「タ」国においては、国際社会が直面する課題である地球温暖化対策の取り組みとして、

「環境アクションプラン（National Environmental Action Plan 2006）」を 2006年に策定

し、その中で気候変動対策として、地球温暖化ガスの排出削減のために化石燃料使用の適

正化と、水力発電の増加及び太陽光や風力エネルギーの推進を掲げている。また、再生可

能エネルギーの積極的な導入を盛り込んだ政策「非従来型電源の活用発展に関するプログ

ラム（The Program on the wide using of the renewable resources of energy, including 

energy of the small river, sun, wind, biomass, and energy of the underground 

2007-2015）」を実施中であり、その一環として太陽光発電システムの導入を推進している。 

(2) 当該セクターの現状と課題 

「タ」国は、水力発電が総電力供給の 95％をまかなっている。夏季は豊富な水量により

十分な発電量が得られ、近隣国への売電が可能であるが、10 月～3 月の冬季には河川の凍

結などの水量減により、発電量は夏季の 60％以下まで減少し、電力不足に陥る。また、「タ」

国の電力供給システムは旧ソ連時代に整備されたものであり、変電・送電・配電等の設備

が老朽化しておりロスが多いため、電力供給が不安定となり、停電が発生している。これ

らの不足電力を補うため、近隣国からの買電や火力発電により電力供給の安定化を図って

おり、化石燃料が燃焼されることで、地球温暖化ガスが排出されている。 

「タ」国では、病院に対し優先的に電力供給を行うなど、病院を重要施設とし、これら

施設に対する電力供給の安定化に努力しており、電力不足に陥る冬季においても、首都ド



ゥシャンベの病院に対しては電力供給制限を行っておらず、近年停電は少なくなっている。

一方、冬季における地方部への電力供給は不足しており、地方病院への電力供給は朝と夕

の各 3時間程度に制限している。 

「タ」国は、クールアースパートナーシップ国に参加し、気候変動対策の取り組みとし

て、地球温暖化ガス排出量を抑制する太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入が奨励さ

れているが、太陽光発電システムの設置規制に関する規定等は整備されておらず、商用電

源の売電制度も整備されていない。「タ」国において太陽光発電システムは小規模なものが

導入されつつある段階であり、実施事例は少ない。 

以上のように、冬季における水力発電による電力供給不足、また、電力供給システムの

老朽化による電力供給が不安定となり停電が発生している。これらの電力不足を補うため、

近隣国からの買電や火力発電所による電力供給が行われることで、地球温暖化ガスが排出

されているものの、太陽光発電等再生可能エネルギーの導入は小規模なものにとどまって

おり、再生可能エネルギーの導入促進による、地球温暖化ガスの削減が課題となっている。 

このような背景の下に、「タ」国政府は我が国に対して、ドゥシャンベ市内 2病院（ディ

アコフ病院、産科婦人科研究所）および地方 3 病院（ジョミ病院、ドゥスティ病院、ダン

ガラ病院）の 5 病院における太陽光等を活用したクリーンエネルギー導入計画の計画達成

に必要となる太陽光発電システムを設置するための機材の調達のための無償資金協力を要

請した。 

3．調査結果の概要とプロジェクトの内容 

日本国政府は協力準備調査の実施を決定し、独立行政法人国際協力機構（JICA）は協力

準備調査団を、平成 21年 7月 21日から 8月 8日まで、また、8月 30日から 9月 24日ま

で現地に派遣した。調査団は、「タ」国政府関係者と要請内容について協議するとともに、

対象サイトの調査、及び関連資料の収集を行った。帰国後、調査団は現地調査結果を踏ま

え、本計画の妥当性を検証するとともに、本計画の実施計画を策定し、協力準備調査概要

書を作成した。同機構は、平成 22年 2月 26日から 3月 6日まで、概略設計概要説明調査

団を現地に派遣し、同報告書案の基本的内容について、「タ」国政府の同意を得た。 

協力対象範囲は「タ」国政府が計画している太陽光等を活用したクリーンエネルギー導

入計画を達成するために必要な機材の調達である。 

なお、協力対象サイトは、当初要請 5病院の妥当性を検証した結果、首都ドゥシャンベ

のディアコフ病院および産科婦人科研究所とした。 

｢タ｣国の電力関連法制度、電力事情、対象サイトにおける電力及び調達機材の設置候補

地の状況などを考慮して、太陽光発電システムの方式、規模、必要機材の種類・仕様・数

量を設定し、要請の妥当性を検証するとともに機材計画を策定した。本計画の概要は表 1

のとおりである。 

 

 

 

 



表 1 機材計画概要 

No 機材名称 
台

数 
主な仕様 対象施設 

1 
太陽光発電システム

40kW 
1式 

系統連系逆潮流なし、表示

装置、データ管理・監視シ

ステム 

ディアコフ病院小児科病棟

（No.11） 

2 
太陽光発電システム

40 kW 
1式 

系統連系逆潮流なし、表示

装置、データ管理・監視シ

ステム 

ディアコフ病院小児科救急

病棟（No.9） 

3 
太陽光発電システム

40 kW 
1式 

系統連系逆潮流なし、表示

装置、データ管理・監視シ

ステム 

ディアコフ病院外科手術 

病棟（No.4） 

4 
太陽光発電システム

40 kW 
1式 

系統連系逆潮流なし、表示

装置、データ管理・監視シ

ステム 

産科婦人科研究所産科病棟

合計 160kW 4式   

 

4．プロジェクトの工期及び概略事業費 

本計画を我が国の無償資金協力で実施する場合、総事業費は 4.46億円、（日本側負担 4.46

億円、「タ」国側負担 93 万円）と見込まれる。また、本計画の必要工期は実施設計に 5.5

ヵ月、機材調達に 14.5ヵ月が見込まれる。 

5．プロジェクトの妥当性の検証 

本プロジェクトの実施により、以下の直接効果及び間接効果が期待される。 

（直接効果） 

・ 太陽光発電システム設置施設の消費電力の省エネを図ることで、各施設の電力料金が節

約されるとともに、化石燃料による電力発電量及び地球温暖化ガス排出量が削減される 

（間接効果） 

・ 「タ」国の地球温暖化対策に寄与する 

・ 太陽光発電システム運営の技術者養成と運転実績が進むことで、太陽光発電の普及促進

に寄与する 

・ 我が国の環境関連技術が、「タ」国国民に広く紹介される 

・ 「タ」国国民に対する再生可能エネルギーに対する普及啓発が促進される 

 

プロジェクトの内容、その効果の程度、機材の運用、維持管理の実施能力などから我が

国の無償資金協力による協力対象事業の実施は妥当と判断する。 

 

本プロジェクト実施による効果をより確実に発現、持続するために以下を提言する。 

 



･ 太陽光発電システムの適切な運営・維持管理のために、定期点検の確実な実施ととも

に、本システム設置施設の訪問者に対し、再生可能エネルギーである本システムの積

極的な啓発活動の実施が望まれる。 

･ 再生可能エネルギーに関する啓発効果を高めるために、データ管理・監視システムに

蓄積された太陽光発電システムの発電量や気温等の気象データ等を、「タ」国工科大

学内再生可能エネルギー研究センターの学生の研究用教材としての活用を図るなど、

「タ」国の気候変動対策促進のための取り組みが望まれる。 

・ 太陽光発電システムをより効率的に活用するためには、商用電源との連系が重要であ

ることから、「タ」国の商用電源に関わるBarki Tajik等の関連機関における連系に必要

な法整備等への取り組みが望まれる。 

・ 「タ」国の気候変動対策の取り組みである「環境アクションプラン」及び「非従来型

電源の活用発展に関するプログラム」について、気候変動対策をさらに推進するため

に、目標達成状況のレビュー、またその結果の公開が望まれる。 
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調達機材完成予想図 

 

 

調達機材写真一覧 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

  

                          

 

 

 

 

 

 

 

太陽光発電モジュール  

ディアコフ病院 11 号病棟前 

パワーコンディショナー 

表示装置 接続箱（集電箱） 



既存状況写真 

  

ディアコフ病院 太陽光発電システム設置予定地（11 号病棟前） 
-この場所に太陽光発電システム 120kW を設置予定。敷地面積は約 1,700m2。 

 

 
ディアコフ病院 11 号棟（小児科病棟） 
-40kW を供給予定 

ディアコフ病院 9号棟（小児科救急病棟）
-40kW を供給予定 

 

ディアコフ病院 4号棟（外科手術病棟） 
-40kW を供給予定 

日本供与の医療機材 
（ディアコフ病院 9号棟） 

 
ディアコフ病院内のサブステーション 
-旧ソ連時代の物で、古いが維持管理されて
いる 

既存設置のディーゼル発電機（停電対策）
-殆ど運用されていない 

N 



  
  

産科婦人科研究所 太陽光発電システム設置予定地（産科病棟脇） 
-この場所に太陽光発電システム 40kW を設置予定。敷地面積は約 1,000m2。 

  

産科病棟（小児科病棟） 
-40kW を供給予定 

産科婦人科研究所正門前 
-太陽光アレイ設置場所前のメイン通り 

  

要請地方病院（ジョミ病院） 
（クルガンチュベ付近） 

病院内で使用されている電球型蛍光灯 
-消エネタイプを使用 

  

屋根の骨組み 
-太陽光アレイの屋根設置は構造上困難 

ドゥシャンベ市内の貨物センター 
-調達機材の輸送は同施設を利用する 

N 

 

産科病棟 
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第 1章 プロジェクトの背景・経緯 

1－1 当該セクターの現状と課題 

1－1－1 現状と課題 

「タ」国は、水力発電が総電力供給の 95％をまかなっている。夏季は豊富な水量により

十分な発電量が得られ、近隣国への売電が可能であるが、10 月～3 月の冬季には河川の凍

結などの水量減により、発電量は夏季の 60％以下まで減少し、電力不足に陥る。また、「タ」

国の電力供給システムは旧ソ連時代に整備されたものであり、変電・送電・配電等の設備

が老朽化しておりロスが多いため、電力供給が不安定となり、停電が発生している。これ

らの不足電力を補うため、近隣国からの買電や火力発電により電力供給の安定化を図って

おり、化石燃料が燃焼されることで、地球温暖化ガスが排出されている。 

本計画対象サイトであるドゥシャンベ市に位置するドゥシャンベ火力発電所は、1957年

に操業を開始し、1974 年までの間に徐々に設備を拡充してきた。現在は冬季（10～3月）

のみ稼動しており、夏季はメンテナンス期間としている。年間発電量は最大 198MW であ

る。燃料は、天然ガス（ウズベキスタンより輸入）と重油（カザフスタン及びロシアより

輸入、「タ」国で少量産出）であり、燃料価格によって使用比率が異なる。2008年の実績は

重油 70%、天然ガス 30%であった。電力の他に、熱源としてのボイラー施設がドゥシャン

ベ市の東と西に計 2 箇所ある。ここ数年燃料不足のため、西の施設は稼動させておらず、

東の施設の稼働率は 10～15%程度である。 

電力不足に陥る冬季においても、病院等の公共施設には、優先的に電力供給を行ってお

り、首都ドゥシャンベの病院に対しては電力供給制限を行っておらず、近年停電は少なく

なっている。しかし、冬季における地方部への電力供給は不足しており、公共施設に対し

ても電力供給は朝と夕に各 3時間程度に制限している。 

「タ」国は、クールアースパートナーシップ国に参加し、気候変動対策の取り組みとし

て、地球温暖化ガス排出量を抑制する太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入が奨励さ

れているが、太陽光発電システムの設置規制に関する規定等は整備されておらず、商用電

源の売電制度も整備されていない。「タ」国において太陽光発電システムは小規模なものが

導入されつつある段階であり、実施事例は少ない。 

以上のように、冬季における水力発電による電力供給不足、また、電力供給システムの

老朽化による電力供給が不安定となり停電が発生している。これらの電力不足を補うため、

近隣国からの買電や火力発電所による電力供給が行われることで、地球温暖化ガスが排出

されているものの、太陽光発電等再生可能エネルギーの導入は小規模なものにとどまって

おり、再生可能エネルギーの導入促進による地球温暖化ガスの削減が課題となっている。 

1－1－2 開発計画 

「タ」国は、不安定なエネルギー供給状況を改善するため、「エネルギー開発のための指

針（Concept of development fuel-energy complex spheres of the Republic of Tajikistan 

2003-2015）」により、必要な体制の構築、規定の制定、国際協力の推進を行うこととして
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いる。 

電力供給向上とともに、「タ」国環境政策の上位計画である「環境アクションプラン

（National Environmental Action Plan 2006）」と連携し、再生可能エネルギーの積極的な

導入を盛り込んだ政策「非従来型電源の活用発展に関するプログラム（The Program on the 

wide using of the renewable resources of energy, including energy of the small river, sun, 

wind, biomass, and energy of the underground 2007-2015）」を実施中であり、その一環

として太陽光発電システムの導入を推進している。 

また、「タ」国の電力公社である Barki Tajikは、「タ」国のエネルギー政策を受けて、「電

力事情向上のための開発戦略（2007-2020）」を策定しており、その中で 2013 年までに新

たな電力供給源としての下表の発電所建設を推進している。 

表 1-1 BarkiTajik 建設予定発電所一覧 

建設予定発電所名 発電量（予定） 

サンクトゥーダ水力発電所１ 670MW 

サンクトゥーダ水力発電所２ 220MW 

ログン水力発電所第 1期 240MW 

新ドゥシャンベ火力発電所（石炭） 200MW 

ヌロボット水力発電所 350MW 

 

なお、「タ」国においては、CO2の排出測定が行われておらず、データ収集システムをこ

れから構築していく段階にある。ベースとなるデータがないことから、これら上位計画に

おいて CO2削減量等の具体的な数値目標は設定されていない。 

1－1－3 社会経済状況 

「タ」国は、1991年にソ連解体に伴い独立を遂げたものの、それに続いた内戦による経

済停滞に悩まされてきたが、2002年以降は平均 9％という高い経済成長率を維持している。

2008年の GDPは 51億 USドル、一人当たり GDPは 795.1US（2008年、IMF）ドルで

あり、産業別 GDP比率は、第 1次産業 21.4%、第 2次産業 27.5%、第 3次産業 51.0%とな

っている。しかしながら、輸入依存度が高いため、2007年には 20％を超える高いインフレ

率となっている。 

国家の主要産業は、水力発電による安い電力を利用したアルミニウムの精錬・加工、綿

花をはじめとする農業であり、これらが外貨獲得産業となっている。地下資源として、金

や銀の他、アンチモン、ラジウム等の希少金属の鉱床を有しているが、生産活動はほとん

ど行われていない。 

1－2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

「タ」国は、クールアースパートナーシップ国に参加し、国際社会が直面する課題であ

る地球温暖化対策の取り組みとして、「環境アクションプラン」を 2006 年に策定し、その

中で、地球温暖化ガスの排出削減のために化石燃料使用の適正化と、水力発電の増加及び

太陽光や風力エネルギーの推進を掲げている。また、再生可能エネルギーの積極的な導入
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を盛り込んだ政策「非従来型電源の活用発展に関するプログラム」を実施中であり、その

一環として太陽光発電システムの導入を推進している。 

一方、「タ」国では、冬季（10～3 月）における水力発電による電力供給不足、また、電

力供給システムの老朽化のために電力供給が不安定となり停電が発生している。これらの

電力不足を補うため、近隣国からの買電や火力発電所による電力供給が行われることで、

地球温暖化ガスが排出されており、地球温暖化ガスの削減が課題となっている。 

このような背景の下に、「タ」国政府は我が国に対して、ドゥシャンベ市内 2病院（ディ

アコフ病院、産科婦人科研究所）および地方 3 病院（ジョミ病院、ドゥスティ病院、ダン

ガラ病院）の 5 病院における太陽光等を活用したクリーンエネルギー導入計画の計画達成

に必要な太陽光発電システムを設置するための機材の調達のための無償資金協力を要請し

た。 

「タ」国では、病院等の公共施設には、優先的に電力供給を行っており、首都ドゥシャ

ンベの病院の電力は安定している。要請地方 3 病院は、緊急患者の受入を行う各地域の中

核病院であるが、冬季における電力供給は不足しており、医療サービスへの影響が課題と

なっている。 

1－3 我が国の援助動向 

我が国の無償資金協力による支援実績を表 1-2に示す。 

表 1-2 我が国の無償資金協力実績 

実施年度 案件名 供与限度 
(単位：億円)

概要 

2007年～ 
2008年 

クルガンチュベ－ドゥスティ間道路 
改修計画 

34.95 クルガンチュベ－ドゥステ

ィ間 59.9kmの道路改修 

2007年～ 
2008年 

ハトロン州ハマドニ地区給水改善計画 10.04 ハトロン州ハマドニ地区に

て給水施設の建設、井戸掘

削機等機材を供与するプロ

ジェクト 

2006年～
2008年 

ドゥスティ－ニジノピャンジ間道路 
整備計画 

26.56 ドゥスティ－ニジノピャン

ジ間 23.7kmの道路整備 

2004年 ディアコフ国立病院医療機材整備計画 4.80 ディアコフ国立病院小児部

門の診断・治療機材を整備

するプロジェクト 

 

1－4 他ドナーの援助動向 

電力分野に対する他ドナーの主な支援としては、配電・変電設備の修復や水力発電への

支援が行われている。「タ」国への開発支援の一環として、「タ」国の豊富な水資源を活用

し、現在の不安定な電力供給を安定化させること、また、周辺国への売電を可能とするこ

とで経済的な効果を目指している。しかしながら、水力発電所の建設には膨大な資金が必

要であることなどから、小規模水力発電への支援がほとんどである。 

再生可能エネルギーを中心とした気候変動対応関連分野への協力は、UNIFEM等国連機
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関による無電化地域等への小規模な太陽光発電システムの導入プロジェクトが実施されて

いる。今後、世界銀行（WB）やアジア開発銀行（ADB）等が再生可能エネルギーの導入に

よる協力プロジェクトを検討している状況にある。 

「タ」国においては、未だ太陽光発電システムの導入プロジェクトは進んでおらず、本

計画が太陽光発電システムの初めての本格的導入となる。 

気候変動対策・太陽光発電関連分野における、他ドナー国・国際機関による援助実績を

表 1-3、他ドナー国・国際機関による今後の援助動向を表 1-4に示す。 

 

表 1-3 他ドナー国・国際機関による援助実績（気候変動対策・太陽光発電関連分野） 

実施年度 機関名／
ﾄﾞﾅｰ国名

案件名 金額 概要 

2009年 UNIFEM ラシュト渓谷太陽光発電 
パイロットプロジェクト 

USD29,000 ラシュト渓谷の 4 病院
に対する太陽光発電装

置の設置による電力供

給プロジェクト。なお、

7ヵ月間のパイロットプ
ロジェクトとなってい

る。 

2008年 EU 再生可能エネルギー研究 
センター創設プロジェクト

USD363,000 タジキスタン工科大学

内に再生可能エネルギ

ー研究センターを創設

し、太陽光、風力等の再

生可能エネルギーの研

究を開始し、人材育成を

図る。 

 

表 1-4 他ドナー国・国際機関による今後の援助動向（気候変動対策・太陽光発電関連分野） 

機関名／ﾄﾞﾅｰ国名 今後の動向 

ADB 再生可能エネルギーについては、2011年までにプロジェクト形成
を図り、以後の実施を検討している。 

WB WBは総予算 50億ドルの PPCR（Pilot Program for Climate 
Resilience）の具体的な検討に入っており、「タ」国は PPCRの対
象国の一つとなっている。 
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第 2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2－1 プロジェクトの実施体制 

2－1－1 組織・人員 

「タ」国側の本プロジェクトの主管官庁／実施機関は保健省であり、本計画に係る担当

部局は、保健省に属するディアコフ病院及び産科婦人科研究所である。 

ディアコフ病院は、病床数 1,085床、年間来院患者数が約 45万人である「タ」国のトッ

プレファラル病院であり、37 分野の治療施設を持つのみならず、同敷地内に医科大学を設

置している。 

産科婦人科研究所は、病床数 220 床、年間来院患者数が約 5 万人となる、同国随一の産

科・婦人科病棟を有する。 

大臣顧問

改革・国際関係部

科学医療・薬事

法務課

事務・管理課

内部監査課

人事課

経理課

国際関係・貧困削減

戦略モニタリング課

保健に対する資金調

達改革部門

薬事・医療器具部

調達部門

第１副大臣

救急・緊急援助課

副大臣 副大臣

医療サービス 衛生・疫病部

病院サービス課 一次医療・衛生援助課

安全な出産の確立及び

家族計画部門

子供と青少年の健康管理

及び育児能力改善部門

州薬事監理室

州医療管理室

州衛生・疫学監理室

ゴルノ‐バダフシャン自

治区保健部

ハトロン地区保健部

ソグド地区保健部

ドゥシャンベ市保健部

大臣

母子と家族計画に

関する医療サービ

ス組織部

経済・医療予算

国立病院 研究機関

ディアコフ病院

産科婦人科研究所

…
…
…
…

出典：保健省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 保健省組織図 
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出典：ディアコフ病院 

 

 

出典：産科婦人科研究所 

産科婦人科研究所

所長（Director）

タジキスタン共和国保険省

教授会

副所長

経済担当

副所長

学術研究部門担当

副所長

医療部門担当

経済・経理部

工学・

技術支援部

ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ部門

薬剤確保部門

学術機関の

研究管掌者

医療・社会問題

情報部

産科

婦人科

新生児学科

ﾊﾞｲｵｹﾐｶﾙ・免疫学・

内分泌学・遺伝学

の臨床研究所

予診室

生理学・産科ﾌﾞﾛｯｸ

特別分娩支援科

母親と新生児の

第1産科
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2－1－2 財政・予算 

予算（2008 及び 2009 年度）について、保健省本省は表 2-1、ディアコフ病院は表 2-2、

産科婦人科研究所は表 2-3に示す。 

表 2-1 保健省本省予算 

（単位：ソモニ）   

年度 2008 2009 

人件費 334,250  809,790

事務用品諸費 25,800  51,050

出張経費 10,000  30,000

燃料、潤滑剤費 50,000  62,000

専門家謝金 20,000  50,000

交際費 2,400  6,000

出版経費 6,000  8,000

光熱費 18,900  37,300

通信費 15,000  25,600

機器、機械、備品の購入費 0 200,000

施設、機材の維持費・修理費 55,800  109,500

保健省本省予算合計 538,150 1,389,240

備考：予算年度は 1月から 12月                  出典：保健省 

 

表 2-2 ディアコフ病院予算 

（単位：ソモニ）   

年度 2008 2009 

人件費 3,017,871 5,148,446

事務用品諸費 125,350 134,530

出張経費 21,037 22,510

食料品 159,163 189,162

燃料、潤滑剤費 11,000 10,000

医薬品代金 234,261 272,059

専門家謝金 10,355 11,805

出版経費 0 0

その他の物品やサービス料金 1,090 1,243

光熱費 277,164 471,483

通信費 3,052 3,510

機器、機械、備品の購入費 10,000 50,000

施設、機材の維持費・修理費 623,270 303,728

ディアコフ病院予算合計 4,493,613 6,618,476

備考：予算年度は 1月から 12月                  出典：保健省 
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表 2-3 産科婦人科研究所予算 

（単位：ソモニ）   

年度 2008 2009 

人件費 652,062 1,046,066

事務用品諸費 51,490 92,989

出張経費 2,311 2,473

食料品 40,608 45,551

燃料、潤滑剤費 1,438 5,438

医薬品代金 43,559 46,608

専門家謝金 8,268 12,687

出版経費 0 0

光熱費 126,349 177,521

通信費 1,155 1,328

機器、機械、備品の購入費 200,000 0

施設、機材の維持費・修理費 101,635 302,717

産科婦人科研究所予算合計 1,228,875 1,733,378

備考：予算年度は 1月から 12月                  出典：保健省 

 

2－1－3 技術水準 

ディアコフ病院及び産科婦人科研究所の既存電気設備の修理・維持管理は、各施設の電

気技術者が行っている。ディアコフ病院及び産科婦人科研究所の電気技術者は、各々4 名、

3名であり、各組織の運営・維持管理部門に所属している。各病院の主任電気技術者の経験

年数は 20年以上であり、病院内の電気システムについては熟知していることに加え、病院

内の老朽化している電気配線等について、必ずしも十分な交換部品も無い状況の中で維持

管理業務を行っており、修理の経験は豊富である。また基本的な計測器である、汎用テス

ター、電流計を持っておりその使用方法に問題は無い。 

本計画による太陽光発電システムの導入は、バッテリーを含まない系統連系方式の逆潮

流なしとすることにより、太陽電池モジュール面の付着物の除去、計器類のチェック等の

簡易な定期点検で運用・維持管理が可能である。 

したがって、機材設置の際の初期操作指導として、機材メーカーの専門技術者を派遣し、

定期点検、故障時の対応を含めることにより、各組織の電気技術者の技術レベルで、運営・

維持管理に問題はない。 

2－1－4 既存施設・機材 

ディアコフ病院及び産科婦人科研究所に対する太陽光発電システムの設置は今回が初め

てであり、各施設に既存の太陽光発電システムはない。 

両施設への電力は、商用電源から 10kVAでサブステーションへ供給される。サブステー

ションのトランスの出力はすべて 3相 4線であり、380Vで各病棟に配電される。病棟内で

は 3相 4線のうち 1相とアースを結び、220Vで使用している。既存配線は全般に老朽化し
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ているが、その都度修理している。 

また、停電対策用として、ディーゼル発電機が各々3台設置されている。ディアコフ病院

のディーゼル発電機の累計稼働時間は、2～3時間（2006年導入）であり、実質的には試験

稼動のみでほとんど使用されていない。産科婦人科研究所のディーゼル発電機は、バッテ

リーの更新がなされておらず、無停電装置としては機能していない。 

ディアコフ病院では、日本の無償資金協力（2004年）により、医療機材の供与が行われ

ており、導入後 5 年以内の日本製の医療機材が多く、産科婦人科研究所はドイツやイタリ

ア製で 10年以内のものがほとんどであり、各機材の消費電力は約 1.5W～5.5kWである。

これら医療機材の多くは、手術時や診察時などに活用されているが、常時使用されている

ものではない。 

一方、既存機材である冷蔵庫、エアコン、暖房ヒーター、温水器は、20 年以上前に製造

された旧ソ連製や 10年以内の韓国製が多く、季節によって変化はあるものの、日中はほぼ

連続して使用されている。 

ディアコフ病院及び産科婦人科研究所の既存施設・機材の概要を図 2-4 、図 2-5に示す。 
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図 2-4 ディアコフ病院既存施設・機材概要 
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図 2-5 産科婦人科研究所既存施設・機材概要 
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2－2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2－2－1 関連インフラの整備状況 

「タ」国の電力供給システムは旧ソ連時代に整備されたものであり、変電・送電・配電

等の設備が老朽化しておりロスが多いため、電力供給が不安定となり、停電が発生してい

る。一方、学校や病院等の公共施設には、優先的に供給を行っており、ドゥシャンベ市内

の病院では近年停電は少なくなっていることから、太陽光発電システムと商用電源との連

系に問題は少ない。 

2－2－2 自然条件 

太陽光発電システムの設計に当たり、性能に及ぼす影響が大きい自然条件は、気温、日

射量、積雪量、風速である。 

「タ」国は、大陸性気候であり、地域によって寒暖の差が激しい気候となっており、夏

は最高気温が 40度を超える暑さとなり、冬の最低気温は通常－10度程度だが、－20度に

達する場合もある。 

「タ」国は、冬季には降雪（特に 12～2 月）があり、過去 5 年間における首都ドゥシャ

ンベの最多積雪量は、25cm（2006年 1月）である。降雪が積もることは少なく、大きな影

響は考えられない。 

首都ドゥシャンベの最大風速は 26m/sとなっており、東京 23区における太陽電池アレイ

用架台設計の基準風速の 34m/sに比較しても低い数値となっている。 

また、首都ドゥシャンベの日射量は、年間平均で 4.6kWh/m2と東京の 3.7kWh/m2と比

較して大きな値である（水平面）。 

したがって、日本のメーカーにおける一般的な太陽光発電システムの仕様は、ドゥシャ

ンベのこれらの自然条件に対して問題はない。 

2－2－3 環境社会配慮 

「タ」国環境法の下に、環境評価制度があり、事業実施前に実施機関が環境保護委員会

に申請書を提出する必要がある。申請書は、事業対象サイトごとに、事業概要及び環境影

響について記載して提出する。この申請を受けて環境保護委員会では、申請事業が「タ」

国の政策に合致しているか、環境影響を最小限に留めているかの観点から評価を行う。申

請書提出から手続きに要する期間は約 10日間である。 

本計画ではこれら手続きを行う必要があるが、協力準備調査（第 2 次現地調査）時に、

実施機関である保健省に説明を行い、同手続きは先方が行うことについて確認を行った。 

保健省は、本計画は「タ」国の再生可能エネルギー政策に合致しているとともに、太陽

電池アレイの設置に伴う樹木の伐採については、同手続きで特段問題が生じることはなく、

形式的なものとなると考えているとしている。ただし、本調査団としては樹木の伐採を最

小限にとどめるように、設置候補地の検討を行った。 

同手続きの申請にあたっては、本計画に関する技術的情報（設備仕様等）が必要である

ため、保健省より、本計画に係る技術関連情報の提供要請があった。これを受けて、概略

設計概要説明調査（第 3 次現地調査）にて、本調査団より保健省に対し、技術的情報（設
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備仕様等）の提供を行った。保健省は、これら技術情報をもとに、申請準備を行ない、環

境保護委員会への申請は、納入業者決定後、実際に設置される設備仕様をもとに行なうこ

ととなる。 

太陽光発電による環境への影響調査結果を表 2-4に示す。 

表 2-4 太陽光発電の環境影響調査結果 

協力プロジェクト名 タジキスタン国 太陽光等を活用したクリーンエネルギー導入計画
No. 環境項目 評定 根拠 
社会環境：*ジェンダー及び子供の権利にかかる影響は社会環境の全項目に関係する 
1 非自発的住民移転 D 発生しない。 
2 雇用及び生計等の地域経済 D 該当なし。 
3 土地利用及び地域資源の利用 D 該当なし。 
4 社会インフラ・地域意志決定機関等の社会

制度 
D 該当なし。 

5 既存社会インフラ・サービス D 電力供給の安定化に、好影響。 
6 貧困層、先住民及び少数民族 D 該当なし。 
7 利益と被害の偏在 D 発生要因なし。 
8 文化遺産 D 発生要因なし。 
9 地域の利害衝突 D 発生要因なし。 
10 水利用・水利権、入会権 D 発生要因なし。 
11 公衆衛生 D 発生要因なし。 
12 災害（リスク）HIV/AIDSのような伝染病 D 発生要因なし。 
自然環境 
13 地形・地質 D 発生要因なし。 
14 土壌浸食 D 発生要因なし。 
15 地下水 D 発生要因なし。 
16 水文状況 D 発生要因なし。 
17 海岸域（マングローブ、さんご礁、干潟等） D 発生要因なし。 
18 動植物及び生物多様性 D 樹木の伐採等を最小限に留めるよう、

システムの配置計画を行う。 
19 気 象 D 発生要因なし。 
20 景 観 D 発生要因なし。 
21 地球温暖化 D 地球温暖化ガス排出量が削減される

ことで、「タ」国の地球温暖化対策へ
の寄与が期待できる 

公害 
22 大気汚染 D 発生要因なし。 
23 水質汚濁 D 発生要因なし。 
24 土壌汚染 D 発生要因なし。 
25 廃棄物 D 機材の据付に伴い、既存樹木等多少の

廃棄物が発生する 
26 騒音・振動 D 発生要因なし。 
27 地盤沈下 D 発生要因なし。 
28 悪 臭 D 発生要因なし。 
29 底 質 D 発生要因なし。 
30 事 故 D 発生要因なし。 

評定区分 
A ： 重大なインパクトが見込まれる B ： 多少のインパクトが見込まれる 
C ： 不明（検討する必要あり） D ： ほとんどインパクトが見込まれない 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 プロジェクトの内容 
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第 3章 プロジェクトの内容 

3－1 プロジェクトの概要 

「タ」国は、クールアースパートナーシップ国に参加し、国際社会が直面する課題であ

る地球温暖化対策の取り組みとして、環境に配慮した経済発展を目指すために「環境アク

ションプラン」を 2006年に策定した。その中で、温室効果ガスの排出削減のために化石燃

料使用の適正化と、水力発電の増加および太陽光や風力エネルギーの推進を掲げている。

また、再生可能エネルギーの積極的な導入を盛り込んだ政策「非従来型電源の活用発展に

関するプログラム」を実施中であり、その一環として太陽光発電システムの導入を推進し

ている。本プロジェクトは、冬季における水力発電による電力供給不足のため、火力発電

に依存している状況にある「タ」国に対し、太陽光発電関連機材を供与して太陽光発電を

行うことで、化石燃料による電力発電量及び地球温暖化ガスの排出量を削減することを目

的とする。あわせて、我が国の気候変動対策支援対象国である「タ」国の地球温暖化対策

に寄与するとともに、政策決定者等へのデモンストレーションを通じその普及を図る。 

上述を踏まえた本協力対象事業は、気候変動対策として太陽光発電システムを導入する

ために必要な資機材を調達するものである。 

当初要請は、ドゥシャンベ市内 2 病院（ディアコフ病院、産科婦人科研究所）および地

方 3 病院（ジョミ病院、ドゥスティ病院、ダンガラ病院）の 5 病院に対し、太陽光発電シ

ステムを導入するものであった。 

本協力準備調査にて、協力対象サイト及び太陽光発システムの方式、規模、必要機材の

種類・仕様・数量を検討する。 

3－2 協力対象事業の概略設計 

3－2－1 設計方針 

(1)  基本方針 

本計画における、基本方針を以下に示す。 

 

 

 

 

 

上記を踏まえた基本方針の詳細を以下に示す。 

1) 本協力対象サイトの絞り込みに係る方針 

太陽光発電システムの特徴を踏まえた上で、新エネルギーの活用促進や地球温暖化ガス

・「タ」国において太陽光発電システムの導入実績が少なく、基準・制度が未整備

であることを考慮すること 

・対象国の予算や技術レベルを考慮しつつ運用・維持管理が持続可能なこと 

・自然条件や設置場所の条件に十分に配慮していること 

・展示効果を高めクリーンエネルギーに対する啓発効果を向上させること 

・我が国の環境関連技術が、「タ」国国民に広く紹介されること 
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の排出量削減といった本計画の目的に合致しているか、運用・維持管理が持続可能かの観

点から、本協力対象サイトの絞り込みを行う。 

2) 機材計画に係る方針 

① 優先される個々の病棟に対して、独立した太陽光発電システムを計画し、トラブルが

発生した場合の影響が他の病棟の設備に及ばないよう配慮する。 

②「タ」国には商用電源と太陽光発電との系統連系に関する法律は整備されておらず、ま

た、実施経験もないことからシンプルな逆潮流のない系統連系とする。 

③ 病院に対しては優先的に電力供給が行われており、停電の頻度は少なく、停電時に用

いられる既設のディーゼル発電機の稼働時間はごく僅かである。このような状況を踏

まえ、システムを複雑化させることとなるディーゼル発電機との連系は行わず、一般

電源との系統連系に絞る。 

④ 我が国の先進的なクリーンエネルギー技術である太陽光発電技術・製品を活用する。 

⑤ 表示装置等の設置によって、展示効果を高め、クリーンエネルギーに対する啓発効果

を向上させることとする。 

⑥ 今後の「タ」国における太陽光発電システムの発展、普及に寄与するためには、太陽

光発電システムの発電量や気温等の気象データの蓄積が重要であり、データ管理・監

視システムを導入することとする。 

⑦ 既存配線の状況については全般に老朽化しているがドゥシャンベの 2 病院では都度修

理しており、特に太陽光発電システムの導入にあたって致命的な影響は無いと思われ

ることから、既存配線の修復は計画には含めない。 

3) 配置計画に係る方針 

① 病院内は、患者の憩いに配慮して、植生がアレンジされており、この配慮を尊重した

配置計画とする。 

② 太陽電池アレイの設置場所は、設置される建物の構造解析が必要であり、場合により

補強工事等が必要となるため、屋根設置はせず、地上設置とする。 

③ 太陽電池アレイを設置する場所は啓発効果を上げるうえで重要であることから、展示

効果の高い設置場所を選定することとする。 

④ 対象病院は樹木が多く、また、建物も多いため日照条件の良好な場所は少ない。その

ため、限られた設置場所で必要な電力が発生させられることに配慮する。 

 (2)  自然環境条件に対する方針 

「2-2-2自然条件」に述べたように、太陽光発電システムの設計に当たり、性能に及ぼす

影響が大きい自然条件は、気温、日射量、積雪量、風速であるが、日本のメーカーにおけ

る一般的な太陽光発電システムの仕様は、ドゥシャンベのこれらの自然条件に対して問題

はない。 

太陽電池アレイの傾斜角は発電効率に影響があり、設置する場所の緯度によって決定さ

れる。ドゥシャンベ市の緯度は 38度であり、これは、日本の仙台市とほぼ同じである。仙

台市に設置される場合は一般的に 30度の傾斜角を採用しており、本計画の太陽電池アレイ
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の傾斜角も 30度とする。表 3-1に傾斜角における発電効率を示す。 

表 3-1 

方位真南の東京における傾斜角による発電効率 

傾斜角 年平均 

0度 100 

15度 110 

30度 115 

45度 112 

60度 104 

備考：水平・傾斜角 0度を 100 とする 

 

なお、対象サイトにおける設置候補場所の周辺には、落葉樹が多数あるため、発電効率

を維持するために、太陽電池アレイが覆われないよう、秋季には落ち葉を除去する必要が

あるが、特段の技術を必要とするものではない。 

(3)  現地特殊事情に対する方針 

「タ」国内では太陽光発電システムの設計に係る基準は整備されていない。そのため、

本プロジェクトによる太陽光発電システムの導入に際しては、日本国内の設計基準を準用

し、設計、検討していくこととする。 

また、系統連系に関する基準も整備されていないため、太陽光発電システムは逆潮流を

させない事とする。 

また、太陽電池アレイの設置候補地は、いずれも外壁で囲まれた病院敷地内であり盗難

の可能性は低いと考えられるが、当該国では、太陽光発電システムの本格的な導入は本計

画が初めてであることから、無用の立ち入りを防ぐ必要があり、フェンスを設置すること

とする。 

(4)  現地業者の活用に係る方針 

太陽電池アレイの設置場所は建物の補強等が必要であることを考慮し、地上設置とする。

地上設置の場合には、特殊な施工技術は必要としないため、現地業者を活用する。 

「タ」国においては、一般的な土木工事は問題なくおこなわれており、本計画の太陽光

発電システムの架台の基礎フーチングのような小規模なコンクリート構造物の施工は問題

ない。また、小規模ではあるが太陽光発電システムの設置実績のある施工業者もあり、施

工に関して問題はない。 

また、現地コンサルタントについては、道路・橋梁等の土木工事にかかわる測量、設計、

検査などの実績があるコンサルタントが確認されたが、「タ」国において太陽光発電システ

ムは、小規模なものが導入されつつある段階であり、太陽光発電システムに関する業務経

験を有するコンサルタントはない。 
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(5)  運営・維持管理に対する対応方針 

本計画により導入する太陽光発電システムは、簡易な定期点検で運用・維持管理が可能

なバッテリーを含まない系統連系方式の逆潮流なしとする。これより、機材設置の際の初

期操作指導に定期点検、故障時の対応を含めることにより、特別な技術支援を実施する必

要性は低いものと考えられる。 

(6)  機材のグレード設定に係る方針 

3-2-1 (2) で述べたように、「タ」国の自然環境に対し、一般的な太陽光発電システムの仕

様で対応可能であることから、調達機材は日本における汎用製品とし、そのシステムも逆

潮流のない系統連系とする。また、主要構成品について共通化を図る。 

(7)  調達方法・工期に係る方針 

本計画にて調達する太陽光発電システムは、日本ブランドのものを対象とし、調達先は

日本を基本とする。 

また、基礎工事、据付工事は複雑な工事ではないため、機材調達者の業務に含める。 

一方、調達ルートとしては、①航空便 ②航空便+陸送(トラック) ③海上+陸送(鉄道) 

④海上+陸送(トラック)の４種類あるが、輸送の期間、確実性等から判断して、安全かつ遅

滞のないルートを選定する。 

また、工期に関しては、太陽光発電システムの製作、検査、輸送・通関、設置工事、初

期指導等にかかる日数を勘案して工期を設定する。 

その際、詳細な日程計画を策定し、「タ」国側で行う諸手続きを含め各々のステップ毎に

進捗状況を確認し、遅滞が生じない様にする。 
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3－2－2 基本計画（機材計画） 

3－2－2－1 全体計画 

太陽光発電システムの方式、規模、設置場所、必要機材の種類・仕様を図 3-1に示すフロ

ーチャートの手順に従って選定及び算定し、要請の妥当性を検証するとともに機材計画を

策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(1) 電力関連法制度、電力事情の確認 

1) 電力関連法制度 

「タ」国においては、太陽光発電システムの導入が奨励されているが、設置規制に関

する規定等は整備されておらず、逆潮流や商用電源の売電制度も整備されていない。「タ」

国において太陽光発電システムは小規模なものが導入されつつある段階であり、実施事

例は少なく、本計画が太陽光発電システムの初めての本格的導入となる。 

電力関連法制度、電力事情の確認 

太陽光発電システムの方式の設定 

太陽光発電システム規模と配電先病棟

の設定 

既設商用電源トランス容量、※常用負荷

の使用電力、設置スペースの確認

太陽光発電システム設置場所の設定 

図 3-1 協力対象サイト、太陽光発電システムの方式、規模、配電先病棟、 

設置場所、必要機材の種類・仕様・数量の策定フローチャート 

表示装置の設置場所の設定 

※常用負荷： 
日中にほぼ連続して使用

している電灯、エアコン、

温水器、暖房ヒーター、

冷蔵庫を対象 
必要機材の種類・仕様・数量の設定 

本協力対象サイトの選定 
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2) 電力事情 

「タ」国は、水力発電が総電力供給の 95％をまかなっているが、10月～3月の冬季に

おける河川の凍結などの水量減により、発電量が減少し、ドゥシャンベおよびクルガン

チュベの火力発電所を稼動させている。その出力は 198MWh、120MWhの合計 318MWh

となっているが、毎年 30～40万 kWhの電力量不足が生じている。 

Barki Tajikは、「電力事情向上のための開発戦略（2007-2020）」を策定して電力供給

の安定供給を図っており、近年、電力不足に陥る冬季においても、首都ドゥシャンベの

電力供給状況は比較的安定している。さらに、ドゥシャンベ市内の病院等の公共施設に

は、優先的に電力供給を行っており、首都ドゥシャンベの病院に対しては電力供給制限

を行っていない。そのため対象 2 病院の電力供給は比較的安定しており、冬季における

停電は数回程度にとどまっている。地方病院については、冬季における電力供給は朝冬 3

時間程度行われる状況であり、電力供給は不安定である。 

(2) 本協力対象サイトの選定 

当初要請の協力対象候補サイトは、ドゥシャンベ市内 2 病院（ディアコフ病院、産科婦

人科研究所）および地方 3 病院（ジョミ病院、ドゥスティ病院、ダンガラ病院）の 5 病院

であった。 

地方病院については、電力供給が安定しておらず、停電時の代替電源としての導入とな

るが、バッテリーの設置については、①バッテリーの廃棄･処分システムが確立され、適正

に運用されていること、②バッテリーの更新が的確に行われること、の 2 点が重要なポイ

ントとなる。 

①バッテリーの廃棄･処分 

 「タ」国においては、環境保護のための産業廃棄物処理の一環として、バッテリーの廃

棄･処分に係る規定があり、コンテナ等に廃棄し有害物質の流出を防止することとなってい

るが、産業廃棄物に関する担当部局である Agency on Construction and Architectureによ

れば、廃棄処理用コンテナ等の設備が整備されておらず、実際には適切な処理が行われて

いないとのことであった。 

②バッテリーの更新 

地方部においては、電力供給が不安定となる冬季においては、朝と夕方に 3 時間程度の

電力供給が行われる状況にあり、停電時の代替電源として太陽光発電システムを活用する

ためにはバッテリーが必要となるが、約 5 年頻度で必要となる更新費用の手当てが困難で

あると想定される。 

以上より、地方病院に導入するにあたり、停電時の代替電源とするためにはバッテリー

が必要となるが、バッテリーの廃棄・処分システムの適正な運用および更新費用の手当が

困難と想定される。加えて、本計画はクリーンアースパートナーシップに基づくものであ

り、地方電化等ではなく、新エネルギーの活用促進や CO2排出量削減を目的としている。 

以上の検討を踏まえ、協力の対象サイトに地方病院は含まず、首都ドゥシャンベのディ

アコフ病院および産科婦人科研究所とした。 
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 (3) 太陽光発電システムの方式の設定 

「タ」国においては、太陽光発電システムの導入事例が極めて少なく、制度や基準が未

整備であり、余剰電力の売電制度等も整備されておらず、電力会社の体制が整っていない

現状にあるため、本計画では逆潮流のない系統連系の方式によることとする。 

なお、系統連系には、停電等のない安定した電源が重要であるが、協力対象であるドゥ

シャンベ市内の 2 病院への一般商用電源の供給は優先的に供給されており、比較的安定し

ていることから、一般商用電源との系統連系に問題はない。 

(4)  太陽光発電システム規模と配電先病棟の設定 

配電先候補病棟は、ディアコフ病院は、重要度が高い施設であり、過去の我が国無償資

金協力の実施にあわせ配電施設の改修が行われている、小児科病棟（No.11）、小児科救急

病棟（No.9）および外科手術病棟（No.4）の 3 棟とする。また、産科婦人科研究所は、重

要度の高い施設である、産科病棟とする。 

各病棟への配分については、各病棟の常用負荷を超えない範囲で、常用負荷の比率に準

じ、太陽光発電システムの規模を設定することとした。2病院間の規模の比率は、冬季の常

用負荷を基に設定を行い、ディアコフ病院内の配分にあたっては、冬季とともに夏季の常

用負荷も考慮し、規模の設定を行った。 

上述の検討を踏まえ、太陽光発電システムの規模は、ディアコフ病院は 120kW、産科婦

人科研究所は 40kW、合計 160kW とし、ディアコフ病院の病棟への配分は、小児科病棟

（No.11）に 40kW、小児科救急病棟（No.9）に 40kW、外科手術病棟（No.4）に 40kWと

した。 

この規模の太陽光発電システムであれば既存の病院内の配電網に接続しても配電設備の

容量等の点で問題になることはないことについて確認している。 

太陽電池アレイの設置スペースについても、各設置候補地の状況について検討の上、設

置場所を設定することとする。 

なお、設定した太陽光発電システムの規模は、配電先病棟ごとの常用負荷の 30%～70%

程度であり、需要の一部に対応することとなり、電力ロスは小さい。 

表 3-2に、上述の検討を踏まえた太陽光発電システムの規模を示す。 
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表 3-2 太陽光発電システムの規模 

常用負荷 
（病棟間比率） 

対象病院 対象病棟 
夏季 冬季 

常用負荷と 
太陽光発電 
システム規模

の比較 

太陽光発電 
システム規模

小児科病棟

（No.11） 

57.4kW

（26%）

140.8kW

（24%）

＞ 

（≒） 

40 kW

（25%）

小児科救急病棟

（No.9） 

84.2kW

（29%）

140.1kW

（24%）

＞ 

（≒） 

40 kW

（25%）

外科手術病棟

（No.4） 

76.3kW

（20%）

131.1kW

（22%）

＞ 

（≒） 

40 kW

（25%）

ディアコフ病院 

小計 
217.9kW

（75%）

412.0kW

（70%）

＞ 

（≒） 

120kW

（75%）

産科婦人科研究所 産科病棟 
71.4kW

（25%）

180.1kW

（30%）

＞ 

（≒） 

40 kW

（25%）

合計 
289.3kW

（100%）

592.1kW

（100%）

＞ 

（≒） 

160kW

（100%）
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(5) 既設商用電源トランス容量、常用負荷の使用電力、設置候補地スペースの確認 

系統連系逆潮流なし方式による太陽光発電システムの規模を検討するにあたっては、以

下の 3点に留意する。 

① 太陽光発電電力が既設の商用トランスの容量を超えないこと 

② 太陽光発電電力が常用負荷の使用電力を大幅に超えないこと 

③ 太陽電池アレイの設置スペースが確保されること 

 1) 商用電源トランス容量 

太陽光発電により発生した電力の配電先候補病棟の商用電源トランス容量は、表 3-3の通

り。 

表 3-3 商用電源トランス容量 

対象病院 対象病棟 商用電源トランス容量 

小児科病棟（No.11） 100 kVA 

小児科救急病棟（No.9） 100 kVA ディアコフ病院 

外科手術病棟（No.4） 150 kVA 

産科婦人科研究所 産科病棟 100 kVA 

2) 常用負荷の使用電力 

協力対象であるドゥシャンベ市内の 2病院の常用負荷の調査結果を下表に示す。 

負荷は機器の定格使用電力、使用個数から集計した。照明については、「タ」国政府によ

る省エネ政策が推進されており、従来の白熱灯から蛍光灯に置換えが進んでいる。調査時

点では、一部白熱灯が使用されていたが、下表には同等の蛍光灯に置き換えて集計した。

冷蔵庫については平均使用電力を使用した。暖房用ヒーターは入院患者が病室に持ち込み

使用しているものである。 
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①ディアコフ病院 

表 3-4 ディアコフ病院の常用負荷 

季節 対象病棟 種類 定格負荷 

照明 8.3kW

エアコン(冷房) 36.3kW

温水器 12.0kW

冷蔵庫 0.8kW

小児科病棟（No.11） 

小計 57.4kW

照明 9.4kW

エアコン(冷房) 60.7kW

温水器 13.5kW

冷蔵庫 0.6kW

小児科救急病棟（No.9） 

小計 84.2kW

照明 7.2kW

エアコン(冷房) 41.8kW

温水器 27.0kW

冷蔵庫 0.3kW

外科手術病棟（No.4） 

小計 76.3kW

夏季（4～9月） 

夏季合計 217.9kW

照明 8.3kW

暖房用ヒーター 119.7kW

温水器 12.0kW

冷蔵庫 0.8kW

小児科病棟（No.11） 

小計 140.8kW

照明 9.4kW

エアコン(暖房) 15.8kW

暖房用ヒーター 100.8kW

温水器 13.5kW

冷蔵庫 0.6kW

小児科救急病棟（No.9） 

小計 140.1kW

照明 7.2kW

暖房用ヒーター 96.6kW

温水器 27.0kW

冷蔵庫 0.3kW

外科手術病棟（No.4） 

小計 131.1kW

冬季（10～3月） 

冬季合計 412.0kW



24 

②産科婦人科研究所 

表 3-5 産科婦人科研究所の常用負荷 

季節 対象病棟 種類 定格負荷 

照明 17.4kW

エアコン(冷房) 29.2kW

温水器 24.0kW

産科病棟 

冷蔵庫 0.8kW

夏季（4～9月） 

夏季合計 71.4kW

照明 17.4kW

エアコン(暖房) 26.6kW

暖房用ヒーター 113.3kW

温水器 24.0kW

産科病棟 

冷蔵庫 0.8kW

冬季（10～3月） 

冬季合計 180.1kW

 

3) 設置スペース 

設置候補地の面積及び太陽光発電システムの公称最大出力は、表 3-6の通り。出力は、建

物や樹木等による遮蔽の影響により変化する。 

表 3-6 設置候補地の面積 

対象病院 設置候補地 

候補地の面積及び、 

太陽光発電システムの 

公称最大出力 

候補地-1：11号棟前 約 2,300 m2（165kW） 

候補地-2：9号棟脇 約  600 m2（37.5kW） 

候補地-3：4号棟前 約 1,000 m2（52.5kW） 
ディアコフ病院 

合  計 約 3,900 m2（255kW） 

候補地-1：産科病棟北側 約  570 m2（40kW） 

候補地-2：産科病棟南側 約  250 m2（17.5kW） 

候補地-3：洗濯棟北側 約  250 m2（12.5kW） 

候補地-4：洗濯棟南側 約  200 m2（15kW） 

候補地-5：管理棟東側 約  480 m2（22.5kW） 

候補地-6：産科病棟西側 約 1,000 m2（70kW） 

候補地-7：管理棟南側 約  530 m2（40kW） 

産科婦人科研究所 

合  計 約 3,680 m2（177.5kW） 
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 (6)  太陽電池アレイの設置場所の設定 

太陽電池アレイの設置場所の選定には、病院側の意向も十分配慮して、以下の点に留意

する。 

① 太陽光をできるだけ遮らない。 

② 病棟への配線が複雑にならない。 

③ 憩いの場となっている樹木の伐採を極力少なくする。 

④ 太陽電池アレイによる照り返しを配慮する。 

⑤ 人通りの多い場所を選び展示効果を高める。 

太陽電池アレイの設置候補地の状況は表 3-7、3-8の通り。 

 

表 3-7 ディアコフ病院 設置候補地の状況 

設置候補地 設置候補地の状況 

候補地-1 
11号棟前 

適応性 ○ 

日照条件は最もよい。ただし、東側には高さ 20m程度の樹木群があ
るため、そこは避けて配置計画を行う。その他にも高さ 10～20m程
度の樹木が 15本程度あり、この場所に関しては伐採、移植が必要で
ある。これらの対策をおこなうことで、太陽電池アレイは 100kW～
120kW 程度は配置可能。集中配置することで、配線の煩雑化、展示

効果も優れる。また、照り返しの問題も殆どない。 
太陽電池アレイを最も効率よく設置ができる場所である。 

候補地-2 
9号棟脇 

適応性 × 

南側に 6 号棟があり、照り返しの点で多少懸念される。また、高さ
20m程度の樹木や、建物（4号棟、6号棟）に囲まれており、日照条
件も悪い。 
これら数本の樹木を伐採、移植をおこなった場合でも、太陽電池アレ

イは 10kW程度しか配置できないため、配線の煩雑化も懸念される。
一方、展示効果に関しては殆ど問題は殆どない。 
しかし、総合的に判断して、設置には適さない。 

候補地-3 
4号棟前 

適応性 × 

高さ 20m 程度の樹木や、その他植物の群生地となっている。9 号棟
も近接しており、日照条件は非常に悪い。これらの樹木をすべて伐採、

移植をおこなった場合でも太陽電池アレイは 10kW 程度しか配置で

きない。 
配線の煩雑化も考慮して、設置には適さない。 
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表 3-8 産科婦人科研究所 設置候補地の状況 

置候補地 設置候補地の状況 

候補地-1 
産科病棟北側 

適応性 × 

配置スペースの点においては 40kW 程度であれば配置できるため、

一箇所にシステムを集約することができ、システムの煩雑化は防げ

る。 
しかし、人通りが少なく展示効果に劣る。また、日照解析の結果、南

側に産科病棟があり、冬季の午後における日照条件は悪いため発電効

率に劣る。また正面の産科棟への照り返しも懸念される。 
太陽電池アレイの設置には適さない。 

候補地-2 
産科病棟南側 

適応性 × 

本候補地にはマンホールがあり、さらに設置面積も少ないため、太陽

電池アレイは 15kW 程度しか配置できない。また、照り返しの影響

や憩いの場の樹木を伐採、移植する必要がある。 
一方、人通りが最も多い場所で憩いの場となっているため展示効果は

非常に優れている。 
しかし、総合的に判断すると、太陽電池アレイの設置には適さない。

候補地-3 
洗濯棟北側 

適応性 × 

南側には洗濯棟があり、日照条件も悪いため発電効率に劣る。設置面

積も少なく太陽電池アレイは 12kW程度しか配置できない。 
また、人通りもほとんどないため展示効果にも劣る。 
太陽電池アレイの設置には適さない。 

候補地-4 
洗濯棟南側 

適応性 △ 

設置面積が少ないが、日照条件は良く樹木の伐採、移植等を行わなく

ても、太陽電池アレイは 15kW程度であれば設置可能である。 
しかし、人通りが少なく展示効果に劣る。 

候補地-5 
管理棟東側 

適応性 × 

植物の群生地であり、大掛かりな伐採、移植が必要である。すべての

樹木を伐採、移植した場合であれば、日照条件は良好で、太陽電池ア

レイは 20kW程度であれば設置可能である。 
一方展示効果の点では、人通りも比較的少ないため、それほど期待で

きない。 
太陽電池アレイの設置には適さない。 

候補地-6 
産科病棟西側 

適応性 ○ 

敷地面積が広い為、太陽電池アレイを集中配置でき、システムの煩雑

化を避けることができる。 
また、高さ 20m程度の樹木の伐採、移植が数本と高さ 5m程度の果
樹の移植が 40～50本程度必要であるが日照条件も良く、高い発電効
率が期待でき、太陽電池アレイは 30～40kW 程度であれば設置可能

である。また、病院入口近辺に位置しており、人通りが最も多く、展

示効果にも優れる。 
太陽電池アレイを最も効率よく設置ができる場所である。 

候補地-7 
管理棟南側 

適応性 × 

候補地の周りには高さ 25m 程度の樹木が 10 本以上あるが、伐採、
移植をおこなえば日照条件は問題はない。 
しかし、本候補地の正面の敷地外に（日照条件には影響がない場所）

に建物があり、太陽電池アレイによる照り返しで問題になる可能性が

高い。さらに、人通りもほとんどなく展示効果も劣る。 
総合的に判断すると、太陽電池アレイの設置には適さない。 

 

設置候補地の位置図を次頁に示す。 
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1)  ディアコフ病院 
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2)  産科婦人科研究所 
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以上の検討を踏まえ、太陽光電池アレイの設置場所は、ディアコフ病院は候補地-1の 11

号棟前に 120kW、産科婦人科研究所は候補地-6の産科病棟西側に 40kWとする。 

(7)  表示装置の設置場所の設定 

太陽光発電システムの構成機材である表示装置は、設置サイトの冬季の外気温が低いこ

とと機材の物理的な損傷を防ぎ維持管理を容易にするため、屋内設置とする。ディアコフ

病院は管理棟入口、産科婦人科研究所は産科病棟入口に設置し、展示効果を確保する。 

(8)  必要機材の種類・仕様・数量の設定 

本プロジェクトで調達する予定の機材の種類・仕様・数量は、太陽光発電システムの規

模、設置場所の状況の観点から、表 3-9の通りとする。 

 

表 3-9 機材仕様一覧 

対象サイト 機材名称 台数 主な仕様 

ディアコフ病院 太陽光発電システム

40 kW 

3式 モジュール公称最大出力 120W/m2以上、系統

連系逆潮流なし、380V、50Hz、3相 4線、表

示装置、データ管理・監視システム、フェン

ス、基礎を含む 

小計 120kW   

産科婦人科研究所 太陽光発電システム

40 kW 

1式 モジュール公称最大出力 120W/m2以上、系統

連系逆潮流なし、380V、50Hz、3相 4線、表

示装置、データ管理・監視システム、フェン

ス、基礎を含む 

合計 160kW 4式  
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3－2－2－2 機材計画 

実施機関である保健省の要請内容と上記で計画策定した結果に基づき作成した機材計画

の概要を表 3-10に示す。また、ディアコフ病院配電図を図 3-2、3-3に、産科婦人科研究所

配電図を図 3-4、3-5に示す。 

表 3-10 機材計画 

No 機材名称 
台

数 
主な仕様 使用目的等 

1 
太陽光発電システム

40kW 
1式 

モジュール公称最大出力

120W/m2以上、系統連系逆潮

流なし、380V、50Hz、3相 4

線、表示装置、データ管理・

監視システム、フェンス、基

礎を含む 

ディアコフ病院小児科病

棟（No.11）に電力を供給

するため 

2 
太陽光発電システム

40 kW 
1式 

モジュール公称最大出力

120W/m2以上、系統連系逆潮

流なし、380V、50Hz、3相 4

線、表示装置、データ管理・

監視システム、フェンス、基

礎を含む 

ディアコフ病院小児科救

急病棟（No.9）に電力を

供給するため 

3 
太陽光発電システム

40 kW 
1式 

モジュール公称最大出力

120W/m2以上、系統連系逆潮

流なし、380V、50Hz、3相 4

線、表示装置、データ管理・

監視システム、フェンス、基

礎を含む 

ディアコフ病院外科手術

病棟（No.4）に電力を供

給するため 

4 
太陽光発電システム

40 kW 
1式 

モジュール公称最大出力

120W/m2以上、系統連系逆潮

流なし、380V、50Hz、3相 4

線、表示装置、データ管理・

監視システム、フェンス、基

礎を含む 

産科婦人科研究所産科病

棟に電力を供給するため 

合計 160kW 4式   
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電 灯

Ｘ線室

病室等

太陽光発電システム

配電盤

400kVA
トランス

サブステーション

1384

他の施設

400kVA
トランス

No.11病棟

３相４線
380V

電 灯

MRI

病室等

太陽光発電システム

配電盤

400kvA
トランス

サブステーション

1386

他の施設

400kVA
トランス

No.9病棟

No.7、No.5病棟、Adminiatrator棟へ

電 灯

病室等

太陽光発電システム

配電盤
400kVA
トランス

サブステーション

1385

他の施設（No.2、No.6病棟等）

400kVA
トランス

No.4病棟

10ｋＶ

ディアコフ病院商用電力網

ディーゼル発電機 45kW

ディーゼル発電機 75kW

ディーゼル発電機 250kW

±10%,50Hz±5%

３相４線
380V±10%,50Hz±5%

３相４線
380V±10%,50Hz±5%

図 3-2 ディアコフ病院配電概要図 

※サブステーションのトランスの出力はすべて３相４線。  

※病棟内は３相４線のうち 1相とアースを結び、220Vで使用している。 
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図 3-3 ディアコフ病院配電図 
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図 3-4 産科婦人科研究所配電概要図 

 

※サブステーションのトランスの出力はすべて３相４線。  

※病棟内は３相４線のうち 1相とアースを結び、220Vで使用している。 
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図 3-5 産科婦人科研究所配電図 
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3－2－3 概略設計図 

基本計画に基づいて作成した太陽光発電システムの基本設計図を、次頁以降に示す。 

表 3-11 図面一覧 

No 図面内容 

1 ディアコフ病院 太陽電池アレイ配置図 

2 産科婦人科研究所 太陽電池アレイ配置図 

3 太陽光発電基本システム図 
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3－2－4 調達計画 

3－2－4－1 調達方針 

(1) 事業実施主体 

「タ」国側の本計画の実施機関は保健省であり、機材の運用・維持管理について責任を

持って行う。環境プログラム無償資金協力のシステムに従い、実施設計は日本法人のコン

サルタントが行い、物資および役務の調達、資金管理は、調達代理機関が担当し、本計画

機材の調達については日本法人の調達業者が主契約者となる。 

(2) 調達代理機関 

交換公文書（以下 E/Nという）および贈与契約（以下「G/A」という）締結後、「タ」国

は調達代理機関との間で本計画実施に係る調達代理機関契約を締結する。調達代理機関は、

先方政府に代わり、物資および役務の調達、資金管理を行う。 

(3) コンサルタント 

調達代理機関契約締結後、調達代理機関は日本のコンサルタントとの間で本計画実施に

係るコンサルタント契約を締結する。調達代理機関と契約したコンサルタントは、本計画

機材の実施設計、入札図書案作成、入札、施工監理等に関する技術支援を行う。 

(4) 調達業者 

入札参加資格制限付一般競争入札により、要求された品質、仕様について審査に合格し、

落札した調達業者が、調達代理機関との間で本計画機材の調達に関し契約を結ぶ。調達業

者は、契約で定められた納期内に、調達代理機関が要求する機材の納入、架台・架台基礎

工事、架台工事、機材据付工事、初期操作指導を行う。 

3－2－4－2 調達上の留意事項 

日本から調達される機材は海上輸送で中国の連運港に陸揚げされ、カザフスタン、ウズ

ベキスタン経由でドゥシャンベの貨物ターミナルまで鉄道輸送される。その後、ディアコ

フ病院および産科婦人科研究所まで陸送輸送され、架台、太陽電池モジュール、その他付

随電気設備等の組み立て据付が完了した後、「タ」国側に引き渡される。これらの工程は機

材納入業者が責任を持って行い、海上・内陸輸送、陸揚げ中に起こり得る破損、盗難等に

よる瑕疵責任ついて、「タ」国側との間で問題が生じないよう留意する。 

なお、太陽光発電システムの基礎及びフェンスの資材に関しては、現地調達を基本とす

る。 

また、機材の据付にあたっては、設置サイトが「タ」国におけるトップレファラル病院

であるため、太陽光発電システムと既存配線の接続工事の際には、長時間に渡り電力供給

が止ることのないように留意する。接続作業時おける配電盤の部材の取り外しの際、取り

付けボルト等の折損などが予想されるため、調達時には調達業者に予想される部材の調達
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等の必要性を確認する。 

3－2－4－3 調達・据付区分 

機材の受渡し場所のディアコフ病院及び産科婦人科研究所までは日本側負担である。機

材輸入に係る税の免税措置費用は「タ」国側の負担となる。「タ」国側及び日本側の事業負

担区分を表 3-12に示す。 

表 3-12 事業負担区分 

負担項目 日本国負担 ｢タ｣国負担 備考 

１． 機材調達 

  機材調達費 

  機材海上輸送費 

  機材内陸輸送費 

   

 

機材据付工事 

（架台基礎工事含む） 

  初期操作指導 

 

● 

● 

● 

 

 

● 

 

● 

  

 

機材調達先～中国（連運港）

中国（連運港）～ディアコ

フ病院及び産科婦人科研究

所 

2．免税措置  ●  

3．用地の整地  ● 樹木の移植も含む 

 

3－2－4－4 調達監理計画 

(1) 調達監理の基本方針 

本計画を日本国政府の無償資金協力で実施する場合、実施設計及び調達監理を遂行する

に当っては、特に以下の事項に留意して、実施設計、調達監理の経験豊富な担当者を配し

た実施体制をつくる。 

① 協力準備調査報告書 

② 環境プログラム無償資金協力の仕組み 

③ 二国間で締結された E/N 

④ 国際協力機構と「タ」国政府との間で締結された G/A 

以上を踏まえ、実施設計、調達監理業務の内容、担当、留意点についての概要を示す。 

(2) 業務内容 

1) 実施設計業務 

①資金管理 

②入札図書作成、承認、図渡し 

③入札 

④入札評価 
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⑤業者契約促進 

2) 調達監理業務 

①機器製作図・施工図の確認・承認 

②出荷前検査立会い／船積前検査確認 

③架台基礎工事及び架台工事、機材据付工事確認 

④全体コミッショニング 

⑤初期操作指導確認 

⑥検収・竣工引渡し確認 

⑦進捗・資金管理 

(3)  監理要員配置計画 

1)  調達機材の製造に関しては、機器製作図・施工図の確認・承認、出荷前検査立会い、

船積前検査においてコンサルタントより検査技術者を派遣し、協力準備調査段階で

明らかにされた機材仕様および数量に変更がないか確認する。 

2)  コンサルタントより現地調達監理者（常駐監理）を現地に派遣し、架台基礎工事およ

び架台工事、機材据付工事、全体コミッショニング、初期操作指導、検収、竣工引

渡し等一連の作業を監理する。 

3)  同様に、機材の現地到着後には、調達代理機関より調達担当者を現地に派遣し、通関・

納入確認を行うとともに、コンサルタントより調達監理者を現地に派遣して、検収、

竣工引渡し等の調達に係わる総括監理を行う。 

4)  初期操作指導、機材の検収・竣工引き渡しの終了後、調達代理機関より総括者、コン

サルタントより検査技術者を現地に派遣して、完成検査を行う。 

5)  調達代理機関の総括者、調達担当者、国内担当者が、事業進捗管理、資金管理関連

業務を行う。 

6)  これらの監理要員の選定にあたっては、豊富な経験、適切な技術的判断力及び調整能

力を有することを条件とする。 

3－2－4－5 品質管理計画 

機材の調達においては契約書に定める技術仕様に適合していることを確認するため、各

段階において下記の検査を実施する。 

機器製作図・施工図の確認・承認 機器製作前に、技術仕様書内容と適合確認するため

の機器製作図・施工図確認・照合 

（調達業者：実施、コンサルタント：確認） 

出荷前検査                   技術仕様書内容と製作された機材の仕様、性能、数

量が適合しているかの確認 

（調達業者：実施、コンサルタント：確認） 
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船積前検査 技術仕様内容と船積み書類との照合及び船積み書類

と機材の照合 

                        （検査専門業者：実施、コンサルタント：確認） 

完成検査 技術仕様書内容と機材輸送後の機材及び設置状況が

適合しているかの確認 

（調達業者：実施、調達代理機関・コンサルタント 

：確認） 

3－2－4－6 資機材等調達計画 

 (1) 調達先 

本計画にて調達する太陽光発電システムは、日本ブランドのものを対象とし、調達先は

日本を基本とする。「タ」国では、調達対象製品は製造されておらず、日本の製造メーカー

の代理店はないことから、「タ」国での機材の入手・修理・保守は困難である。一方、小規

模ながらも自ら太陽光発電システムの開発を進めている業者もあり、技術的には代理店の

候補となりえると判断される。これら業者を通じて維持管理面の技術サポートが期待でき

る。 

また、太陽電池アレイを支持する架台についてはモジュールの取り付け作業を円滑にす

るため、日本からの調達とする。 

一方、太陽電池アレイと架台を支持する基礎部及びフェンスの資材についてはコンクリ

ート、型枠、鉄筋等があるが、「タ」国での入手が可能であることは確認されているため現

地での調達とする。 

 (2) スペアパーツ 

スペアパーツは、以下の通りとする。 

表 3-13 スペアパーツ一覧 

対象サイト スペアパーツ 

ディアコフ病院 太陽光発電モジュール 6枚 

パワーコンディショナー 1台 

産科婦人科研究所 太陽光発電モジュール 3枚 

パワーコンディショナー 1台 

 (3) 輸送ルート 

輸送ルートは輸送の期間、確実性等を考慮して海上+陸送(鉄道)とする。具体的には海上

輸送で中国（連運港）に陸揚げされ、カザフスタン、ウズベキスタン経由でドゥシャンベ

の貨物ターミナルまで鉄道輸送される。その後、ディアコフ病院及び産科婦人科研究所ま

で陸送輸送される。輸送機関は、約 3ヵ月である。 

3－2－4－7 初期操作指導・運用指導等計画 

本プロジェクトでは、調達機材がドゥシャンベのディアコフ病院及び産科婦人科研究所
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に到着後、架台基礎工事、架台工事、機材据付工事、初期操作指導を調達業者技術者が実

施する。コンサルタントは調達機材の調達業者技術者の指導を監理する。 

 

表 3-14 初期操作指導等必要日数 

指導内容 対象者 必要日数 

初期操作指導 ディアコフ病院及び産科婦人科研究所技術者 
10日 

（対象 2病院同時に実施）

 

3－2－4－8 実施工程 

 本プロジェクトの業務実施工程は、我が国の無償資金協力に基づき概ね図 3-6の通りで

ある。 

 

3－3 相手国側分担事業の概要 

本計画が無償資金協力として実施される場合のタ国側負担（担当）事項は以下の通りで

ある。 

(1） 銀行取極め（B/A）に基づく、日本の銀行に対する手数料の支払い 

(2) 本計画に係る調達機材の「タ」国国境税関での関税、輸入税等の免税措置を事前準備

し、ディアコフ病院及び産科婦人科研究所まで速やかな輸送に協力する 

(3) 本計画に係る日本国民が、業務遂行のため「タ」国へ入国・滞在することに係る便宜

供与 

(4) 本計画に係る供給、業務に関して、日本国民に対する関税、国内税、その他の課徴金

の免除手続 

(5) 本計画で調達される機材の適正かつ効果的な運営及び維持管理 

(6) 本計画の無償資金協力として日本側が負担する以外のすべての費用負担 

(7) 本計画で調達される機材の据付場所の整地及び樹木の移植 

図 3-6 実施工程図 

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

E/N・G/A

調達代理機関契約

コンサルタント契約     

入札図書作成、承認、図面渡し 合計5.5ヵ月

入札、入札評価

業者契約

ボンド用意、前途金支払、準備

機器製作

 架台、架台用金具製作

合計14.5ヵ月 資機材海上輸送・通関・陸上輸送

架台基礎工事及び架台工事

機材据付工事

全体ｺﾐｯｼｮﾆﾝｸﾞ、初期操作指導

検収・竣工引き渡し

国内作業 現地作業

調達監理

実施設計

機器製作図・施工図作成・承認
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(8) 本計画に係る環境評価制度手続き 

(9) 本計画に係る電力関連工事実施における Barki Tajikからの確認取得手続き 

3－4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

調達予定機材は、「タ」国保健省が直接管理し、ディアコフ病院および産科婦人科研究所

に配置される。ディアコフ病院および産科婦人科研究所の電気技術者は各々4名、3名であ

り、運営・維持管理部門にて、電気設備の維持管理を行っている。各病院の主任電気技術

者の経験年数は 20年以上であり、病院内の電気システムについては熟知していることに加

え、病院内の老朽化している電気配線等について、必ずしも十分な交換部品も無い状況の

中で維持管理業務を行っており、修理の経験は豊富である。また基本的な計測器である、

汎用テスター、電流計を持っておりその使用方法に問題は無い。 

本計画による太陽光発電システムの導入は、バッテリーを含まない系統連系方式の逆潮

流なしとすることにより、太陽電池モジュール面の付着物の除去、計器類のチェック等の

簡易な定期点検で運用・維持管理が可能である。したがって、機材設置の際の初期操作指

導として、機材メーカーの専門技術者を派遣し、定期点検、故障時の対応を含めることに

より、運営・維持管理が可能である。 

また、現在のところ「タ」国では、日本の製造メーカーの代理店はないが小規模ながら

も自ら太陽光発電システムの開発を進めている業者もあり、技術的には代理店の候補とな

りえると判断される。これら業者を通じて故障時の対応、定期点検等の基本的な維持管理

面の技術サポートが期待できる。 

具体的に定期点検とは太陽電池アレイであれば、表面の汚れや損傷、変色等の点検があ

り、パワーコンディショナーであれば、目視、指触による配線の損傷、運転時の異臭の有

無の確認などが挙げられる。 

3－5 プロジェクトの概略事業費 

3－5－1 協力対象事業の概略事業費 

(1) 日本側負担経費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、4.46 億円である。その経費内

訳は、表 3-15の通り見積られる。 

表 3-15 日本側負担経費 

費目 概算事業費（百万円） 

機材調達費 391

実施設計・調達監理・技術指導 29

調達代理機関 26

合計 446

本概算総事業費は暫定値であり、日本政府により無償資金協力として承認するためにさ

らに精査される。ただし、この額は E/N上の供与限度額を示すものではない。 
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(2) 「タ」国負担経費      約 9,500US＄（約 0.9百万円） 

①ディアコフ病院整地、 
及び樹木移設伐採費  約 6,600US＄（約 0.6百万円） 

②産科婦人科研究所整地、 

    及び樹木移設伐採費  約 2,900US＄（約 0.3百万円）   
合計 約 9,500US＄（約 0.9百万円） 

(3) 積算条件 

1）積算時点：平成 21年 9月 

2）為替交換レート：1US$ ＝ 97.55円 

3）調達期間：実施設計, 機材調達の期間は、実施工程図に示したとおり約 20ヵ月である。 

4）その他：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 

3－5－2 運営・維持管理費 

太陽光発電システムの運営・維持管理に必要とされる費用は発生しない。太陽光発電シ

ステムの維持管理は基本的に日常的な動作確認や太陽電池モジュールの簡易的な清掃のみ

であり、日常的に病院内の設備を点検している技術者や清掃を担当している現有清掃員等

で対処可能である。 

よって運営・維持管理費は計上しない。 

3－6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

調達機材の据付場所の整地、植生除去等の整地は「タ」国側が実施することから、日本

側は据付用資機材のサイト到着時期、据付工事期間など「タ」国の実施機関と緊密な連絡

をとり、業務計画に支障が生じ無い様にする必要がある。 



 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 プロジェクトの妥当性の検証 
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第 4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4－1 プロジェクトの効果 

プロジェクトの実施により期待される効果は表4-1の通り。 

表 4-1 期待される効果 

現状と問題点 協力対象事業 
での対策 直接効果・改善程度 間接効果・改善程度 

冬季（10～3 月）に
おける水力発電によ
る電力供給不足、電
力供給システムの老
朽化による電力供給
の不安定を補うた
め、火力発電による
電力供給が行われて
いることで、地球温
暖化ガスが排出され
ている。 

太陽光発電システム
を設置するための機
材を調達する。 

太陽光発電システム
設置施設の消費電力
の省エネを図ること
で、各施設の電力料金
が節約されるととも
に、化石燃料による電
力発電量及び地球温
暖化ガス排出量が削
減される 

・「タ」国の地球温暖化
対策に寄与する 
・太陽光発電システム
運営の技術者養成と運
転実績が進むことで、
太陽光発電の普及促進
に寄与する 
・我が国の環境関連技
術が、「タ」国国民に広
く紹介される 
・「タ」国国民に対する
再生可能エネルギーに
対する普及啓発が促進
される 

 

4－2 課題・提言 

4－2－1 相手国側の取り組むべき課題・提言 

本プロジェクト実施による効果をより確実に発現、持続するために以下を提言する。 

･ 太陽光発電システムの適切な運営・維持管理のために、定期点検の確実な実施ととも

に、本システム設置施設の訪問者に対し、再生可能エネルギーである本システムの積

極的な啓発活動の実施が望まれる。 

･ 再生可能エネルギーに関する啓発効果を高めるために、データ管理・監視システムに

蓄積された太陽光発電システムの発電量や気温等の気象データ等を、「タ」国工科大

学内再生可能エネルギー研究センターの学生の研究用教材としての活用を図るなど、

「タ」国の気候変動対策促進のための取り組みが望まれる。 

・ 太陽光発電システムをより効率的に活用するためには、商用電源との連系が重要であ

ることから、「タ」国の商用電源に関わるBarki Tajik等の関連機関における連系に必要

な法整備等への取り組みが望まれる。 

・ 「タ」国の気候変動対策の取り組みである「環境アクションプラン」及び「非従来型

電源の活用発展に関するプログラム」について、気候変動対策をさらに推進するため

に、目標達成状況のレビュー、またその結果の公開が望まれる。 
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4－2－2 技術協力・他ドナーとの連携 

本計画により導入する機材は、簡易な定期点検により、運営・維持管理が可能であるこ

とから、機材設置の際の初期操作指導として、定期点検、故障時の対応を含めることとし、

本プロジェクトに関連した技術協力の実施は不要とした。 

また、気候変動対策・太陽光発電関連分野に対する他ドナーの支援は、国連機関等による

無電化地域等への小規模な太陽光発電システムの導入プロジェクトが実施されたのみであ

り、本計画が太陽光発電システムの初めての導入となることから、今後、導入効果を踏ま

え、太陽光発電プロジェクトにおける他ドナーとの連携が望まれる。 

4－3 プロジェクトの妥当性 

プロジェクトの内容、その効果の程度、対象となる機材の運営・維持管理の実施能力な

どから、我が国の無償資金協力による協力対象事業の実施は以下の点から妥当と判断する。 

(1) 本プロジェクトは、「タ」国の地球温暖化対策への寄与を目的としたプロジェクトで

あり、裨益対象は、「タ」国全体と、幅広く多数である。 

(2) 地球温暖化対策へ寄与することにより、人間の安全保障に関わる喫緊の課題である気

候変動の緩和に資する。 

(3) 調達機材は「タ」国の現有人材と技術で運営・維持管理を行うことができ、過度に高

度な技術を必要としない。 

(4) 「タ」国の「環境アクションプラン」及び「非従来型電源の活用発展に関するプログ

ラム」の目標達成に資するプロジェクトである。 

(5) 収益性のあるプロジェクトではない。 

(6) 環境社会面での負の影響はない。 

(7) 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能であ

る。 

4－4 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、人間の安全保障に

関わる喫緊の課題である気候変動の緩和に資するものであることから、協力対象事業の一

部に対して、我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。また、本プロ

ジェクトの運営・維持管理についても、過度に高度な技術を必要としないことから、十分

に対応可能と考える。さらに、「4-2 課題・提言」で述べた点が改善・整備されれば、本プ

ロジェクトはより円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。 
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資料1 調査団員・氏名 

 

(1) 協力準備調査（第 1次現地調査） 

担当 所属 氏名 

団長 
独立行政法人国際協力機構 経済基盤開発部 

都市・地域開発グループ都市・地域開発第二課
荒   仁 

調達事情 クラウン・エージェンツ日本事務所 佐納 秀美 

業務主任／電気設備 株式会社アンジェロセック 高坂 幸夫 

電力事情 株式会社アンジェロセック 熊野 忠則 

調達計画／積算 株式会社アンジェロセック 上橋 信行 

制度･基準 

／環境社会配慮 
株式会社アンジェロセック 郡司 佳純 

通訳 株式会社アンジェロセック 大坊 公民 

 

(2) 協力準備調査（第 2次現地調査） 

担当 所属 氏名 

業務主任／電気設備 株式会社アンジェロセック 高坂 幸夫 

電力事情 株式会社アンジェロセック 熊野 忠則 

調達計画／積算 株式会社アンジェロセック 上橋 信行 

制度･基準 

／環境社会配慮 
株式会社アンジェロセック 郡司 佳純 

通訳 株式会社アンジェロセック 大坊 公民 
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(3) 概略設計概要説明調査（第 3次現地調査） 

担当 所属 氏名 

業務主任／電気設備 株式会社アンジェロセック  高坂 幸夫 

電力事情 株式会社アンジェロセック 熊野 忠則 

通訳 株式会社アンジェロセック 大坊 公民 
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資料2 調査行程 

 

 (1) 協力準備調査（第 1次現地調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

官団員(JICA) 調達代理機関

1 2 3 4 5 6 7
 団長 調達事情 業務主任/電気設備 電力事情 調達計画/積算 制度・基準/環境社会配慮 通訳（露語）
（荒 仁） （佐納 秀美） （高坂 幸夫） （熊野 忠則） （上橋 信行） （郡司 佳純） （大坊 公民）

1 7月21日 火
移動(空路) 成田 ⇒ ソウル

⇒タシケント

2 7月22日 水
移動 タシケント⇒テルメズ（空路）
テルメズ⇒ドゥシャンベ（陸路）

JICA表敬

3 7月23日 木
大使館、｢タ｣国政府関係省庁（外務
省、保健省、エネルギー産業省）

表敬、JICA打合せ

4 7月24日 金
サイト候補調査（ディアコフ病院、
産科婦人科研究所）、JICA打合せ

5 7月25日 土
保健省との協議、

サイト候補調査（ジョミ病院）
移動(空路) 成田 ⇒ ソウル

⇒ タシケント
保健省との協議、

サイト候補調査（ジョミ病院）
保健省との協議、

サイト候補調査 ジョミ病院）

6 7月26日 日 サイト候補調査（ダンガラ病院）
移動 タシケント⇒テルメズ（空路）
テルメズ⇒ドゥシャンベ（陸路）

7 7月27日 月
制度・基準調査（電力）、
ＪＩＣＡとの打合せ、
保健省との協議

ＪＩＣＡとの打合せ
制度・基準調査（電力）

サイト候補調査（ディアコフ病院）、
保健省との協議

制度・基準調査 電力・環境）、
サイト候補調査（ディアコフ病院）、

気象条件調査

制度・基準調査（電力）
サイト候補調査（ディアコフ病院）、

保健省との協議

制度・基準調査（電力・環境）、
サイト候補調査（ディアコフ病院）、

気象条件調査

制度・基準調査（電力）、
保健省との協議

8 7月28日 火
他ドナー調査、調達機関との協議、

Ｍ/D協議、JICA打合せ
他ドナー調査、調達機関との協議、

JICA打合せ
他ドナー調査、調達機関との協議、

Ｍ/D協議、JICA打合せ
他ドナー調査、

制度・基準調査（廃棄物）
Ｍ/D協議 資料整理 Ｍ/D協議

9 7月29日 水 M D署名、大使館報告、JICA報告
財務省との協議、M/D署名、
大使館報告、JICA報告

10 7月30日 木
サイト調査

（ディアコフ病院、産科婦人科研究所）
サイト調査（ディアコフ病院）、
エネルギー産業省調査・協議

サイト調査
（ディアコフ病院、産科婦人科研究所）

サイト調査（ディアコフ病院）、
エネルギー産業省調査・協議

サイト調査
（ディアコフ病院、産科婦人科研究所）

11 7月31日 金
サイト調査（産科婦人科研究所）、
現地業者、調達事情調査

電力事情調査、保健省調査
サイト調査（産科婦人科研究所）、
現地業者、調達事情調査

電力事情調査、保健省調査
サイト調査（産科婦人科研究所）、
現地業者、調達事情調査

12 8月1日 土

13 8月2日 日

14 8月3日 月
サイト調査

（ディアコフ病院、産科婦人科研究所）
エネルギー産業省調査・協議、

資料収集
サイト調査

（ディアコフ病院、産科婦人科研究所）
エネルギー産業省調査・協議、

資料収集
サイト調査

（ディアコフ病院、産科婦人科研究所）

15 8月4日 火
サイト調査 ジョミ病院）、
現地業者、調達事情調査

サイト調査（ジョミ病院）、
タジキスタン工科大学調査

サイト調査（ジョミ病院）、
現地業者、調達事情調査

サイト調査（ジョミ病院）
サイト調査（ジョミ病院）、
現地業者、調達事情調査

16 8月5日 水

17 8月6日 木

18 8月7日 金

19 8月8日 土
⇒ ソウル 08：50）

ソウル（11：30 OZ104） ⇒ 成田（ 3：40）

資料整理 団内打ち合わせ

資料整理 団内打ち合わせ

⇒ ソウル
ソウル ⇒ 成田

産科婦人科研究所調査・協議、
綿花検査機関視察

保健省調査・協議、大使館報告、JICA報告

移動 ドゥシャンベ ⇒ テルメズ （陸路）
テルメズ（15：55 HY1154） ⇒ タシケント（17：40）、 22：20 OZ574） （空路）

曜
日

コンサルタント(株式会社アンジェロセック)

移動(空路) 成田（13：30 OZ101） ⇒ ソウル（16：00）
ソウル（17：30 OZ5 3） ⇒ タシケント（21：00）

サイト候補調査（ディアコフ病院、産科婦人科研究所）、JICA打合せ

サイト候補調査（ダンガラ病院）

サイト候補調査（ドゥスティ病院、ジョミ病院）

移動     タシケント 09：25 HY1151） ⇒ テルメズ（11：25） （空路） テルメズ ⇒ ドゥシャンベ （陸路）
JICA表敬

大使館、｢タ｣国政府関係省庁（外務省、保健省、エネルギー産業省）表敬、JICA打合せ

ＪＩＣＡウズベキスタン事務所への報告
移動(空路) タシケント ⇒

移動 ドゥシャンベ ⇒ テルメズ（陸路）
テルメズ ⇒ タシケント（空路）

日程

M/D署名、大使館報告、JICA報告

日
順

月
日
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(2) 協力準備調査（第 2次現地調査） 

 

1 2 3 4 5
業務主任/電気設備 電力事情 調達計画/積算 制度・基準/環境社会配慮 通訳（露語）
（高坂 幸夫） （熊野 忠則） （上橋 信行） （郡司 佳純） （大坊 公民）

1 8月30日 日

2 8月31日 月

3 9月1日 火

4 9月2日 水

5 9月3日 木

6 9月4日 金

7 9月5日 土
電気設備の概略検討、

団内打合せ
資料収集、団内打合せ 現地施工会社調査 資料収集、団内打合せ 現地施工会社調査

8 9月6日 日
電気設備の概略検討、

団内打合せ
資料収集、団内打合せ 施工概略検討、団内打合せ 資料収集、団内打合せ 収集資料の翻訳、団内打合せ

9 9月7日 月 サイト調査（産科婦人科研究所）
電力事情調査、

制度・基準・計画調査

10 9月8日 火

電気設備の概略検討、
団内打合せ

収集資料の整理、団内打合せ
調達関連整理、
団内打合せ

資料収集、団内打合せ 収集資料の翻訳、団内打合せ

12 9月10日 木

13 9月11日 金

14 9月12日 土

15 9月13日 日
電気設備の概略検討、

団内打合せ
収集資料の整理、団内打合せ

調達関連整理、施工概略検討、
団内打合せ

収集の整理、団内打合せ 収集資料の翻訳、団内打合せ

16 9月14日 月

17 9月15日 火
電気設備の概略検討、
JICA中間報告

電気設備の概略検討
収集資料の整理

サイト調査（産科婦人科研究所）
サイト調査（産科婦人科研究所）

JICA中間報告
サイト調査（産科婦人科研究所）

資料の翻訳

18 9月16日 水
移動 ドゥシャンベ⇒テルメズ（陸路）、

テルメズ（15：55 HY1154）⇒タシケント
（17：40）、 （22：20 OZ574）⇒

調達事情調査
保健省との協議

19 9月17日 木 現地施工業者調査 現地施工業者調査 調達事情調査
⇒ ソウル（08：50） （空路）

ソウル（11：30 OZ104） ⇒

成田（13：40）
調達事情調査

20 9月18日 金
サイト調査

保健省との協議
サイト調査

保健省との協議
サイト調査

保健省との協議
サイト調査

保健省との協議

21 9月19日 土 収集資料の翻訳、団内打合せ

22 9月20日 日 収集資料の翻訳、団内打合せ

23 9月21日 月 サイト調査（ディアコフ、産科研究所）

24 9月22日 火 JICA、大使館報告

25 9月23日 水
移動 ドゥシャンベ ⇒ テルメズ （陸
路）、テルメズ（15：55 HY1154） ⇒ タシ

ケント（17：40）、 （22：20 OZ574） ⇒

26 9月24日 木
⇒ ソウル（08：50） （空路）

ソウル（11：30 OZ104） ⇒
成田（13：40）

日程 コンサルタント(株式会社アンジェロセック)

日
順

月
日

曜
日

独 立 記 念 日

移動 成田（12：50 TK051） ⇒ イスタンブール アタチュルク空港（19：40）、
イスタンブール（20：40 TK1344） ⇒

⇒ ドゥシャンベ（03：20）
大使館、JICA表敬

保健省、ディアコフ病院、産科婦人科研究所とのキックオフミーティング・協議

サイト調査（産科婦人科研究所）

サイト調査（ディアコフ病院）

サイト調査（ディアコフ病院）
輸送事情調査

電力事情調査
サイト調査（ディアコフ、産科研究所）

JICA、大使館報告

サイト調査（産科婦人科研究所）

サイト調査（ディアコフ病院、産科婦人科研究所）

11 9月9日 水

移動 ドゥシャンベ ⇒ テルメズ （陸路）
テルメズ（15：55 HY1154） ⇒ タシケント（17：40）、 （22：20 OZ574） ⇒

⇒ ソウル（08：50） （空路）
ソウル（11：30 OZ104） ⇒ 成田（13：40）

電力事情調査
現地コンサルタント調査

サイト調査（ディアコフ病院、産科婦人科研究所）

現地施工業者調査
現地コンサルタント調査

サイト調査（ディアコフ病院）

調達事情調査
保健省との協議

収集資料整理
団内打合せ

収集資料整理
団内打合せ



2-3 
 

(3) 概略設計概要説明調査（第 3次現地調査） 

1 2 3
業務主任/電気設備 電力事情 通訳（露語）
（高坂 幸夫） （熊野 忠則） （大坊 公民）

1 2月26日 金

2 2月27日 土

3 2月28日 日

4 3月1日 月

5 3月2日 火

6 3月3日 水

7 3月4日 木

8 3月5日 金

9 3月6日 土

JICA報告

移動 ドゥシャンベ ⇒ テルメズ （陸路）
テルメズ（12：25 HY1152） ⇒ タシケント（14：10）、（22：30 OZ574） （空路）

⇒ ソウル（08：50）
ソウル（11：30 OZ104） ⇒ 成田（13：40）

移動(空路) 成田（13：30 OZ101） ⇒ ソウル（16：10）
ソウル（17：20 OZ573） ⇒ タシケント（21：10）

移動 タシケント（09：25 HY1151） ⇒ テルメズ（11：25） （空路）
テルメズ ⇒ ドゥシャンベ （陸路）

団内協議

JICA表敬、｢タ｣国保健省への調査報告書説明・協議

｢タ｣国保健省への調査報告書説明・協議

｢タ｣国保健省への調査報告書説明・協議

日程 コンサルタント(株式会社アンジェロセック)

日
順

月
日

曜
日
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資料3 関係者（面会者）リスト 

 

タジキスタン共和国政府 

保健省（Ministry of Health） 

Salimov Nusratullo Fayzulloevich Minister 
Rahmonov Sohibnazar Deputy Minister 
Saifjinov Rahimonovich Head of Department, Reform of International 

Relations 
Bandaev Lehom Director of Foreign Relation Division 
外務省（Ministry of Foreign Affairs） 
Yaldoshev Abdullo First Deputy Minister 
Sarvae Bakhti First Secretary of Asia and Africa Development 
エネルギー・産業省（Ministry of Energy and Industry） 
Khakdodov Makhmadsharif M. Deputy Minister 
Amonov Saifullo Nurulloevich Head of Department of the International 

Relations 
Abdurakhimov Bahriddin Head of Managing Department on CO2 Industry 

and Alternative type of energy 
Zardova Mahina Secretary 
財務省（Ministry of Finance） 
Shavkat K. Sokhibov Deputy Minister 
Fakhriddin Amirov Head of Investments Department 
環境保護委員会（Committee on Environmental Protection） 
Sharipova Oikhon The vice Chairman 
Nazarov Timur The Head of committee in International Branch 
Agency on Hydrometeorology 
Safarov Tavarovich Director 
Baidylloeva jamila Head of Hydrometeorological Center 
Agency of the Republic of Tajikistan for Public Procurement of Goods, Works and 
Services 
Kakhorov Faiziddin Sattorovich Deputy Director 
Agency for Construction and Architecture 
Sultonov Mirzohisain First Deputy Director 
Nazarov Abdurahim Head of branch on special state program 
Project Implementation Unit for Road Rehabilitation 
Boronov Goibnazar Deputy Executive Director 
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Barki Tajik 
GulovRoshral Sub Chief Engineer 
Rakhmov Rustam Sub Chief Engineer 
Niyazov Umarali Safarovich Electro-Heating Station of Dushanbe, Director 
Qalandarov Rahmatullo Electro-Heating Station of Dushanbe, 

Chief Engineer 
Salolov Doulot Hydropower Station of Nurek, 

Deputy Chief Engineer 

 

タジキスタン国病院 
ディアコフ病院（Diakov Hospital） 
Pirov Abdullo  Director  
Manonov Safarbek  Deputy Director 
Safaev Olim Chief  Engineer 
Aliev Nurullo  Electrical Chief  Engineer 
産科婦人科研究所（Reserch Institution of Obsterics gynecology and perinatology）
Kurbanov Shamsova Director 
Nazriev Jumakhon Deputy Director（Economic） 
Turmakov Khababullo Electric Engineer 
ドゥスティ病院（Dusty Hospital） 
Shamsova Firuzo  Head Doctor 
Yatimov Cafurbek  Head Doctor's assistant 
ジョミ病院（Jomi Hospital） 
Haitov Yuldosh Ibragimovich Manager 
Sattorov Matsharif Head Doctor's assistant 
Narziev Rahim Tursunovich Manager of Electric 
Abdiev Ahmadjon 支部 Hospital No.4 , Head Doctor 
ダンガラ病院（Dangara Hospital） 
Shamsov Khizmatullo Head Doctor 

 

在タジキスタン日本大使館 

中山喜弘 臨時代理大使 
原田和哉 一等書記官 
近藤俊介 二等書記官 
長尾広視 専門調査員 

 

在タジキスタン JICA事務所 

海保誠治 所長 
織田知則 企画調整員 
Safovudin Djaborov Program Officer 

 



3-3 
 

タジキスタン国工科大学（Tajik Technical University） 
Abdurasulov Anver Rector 
Akhrorova Alphia Head of the department of Engineering 

Business and Management 

 

タジキスタン綿花検査機関（Tajikistan Cotton Inspection Service） 

Rahmonov Abdrgator Director 

 

建設業者 
Sistemavtomatica.Ltd 
Madvaliev Umarkhon Deputy of general director 
Construction Association Stroy Service 
Sulaymonov Habibullo General Director 

 

現地コンサルタント 
Research, Studies, Design and Surveying Institute 
Nazrishoev Solim Road Design and researches Department 

Chief 
Limited Liability Company AVTOSTRADA 
Mirzoev Sukhrob Begmatovich Director 
Joint Stock Company Tajmuhandis 
Ahmadov Karim Deputy Director 

 

Global Link logistics Group 
Behruz Zoynulloev Manager 

 

他ドナー 
Asian Development Bank 
Joji Tokeshi Deputy Country Director 
UNIFEM 
Mirzoeva Murkhon Monitoring officer 
Narigiza Azizova Advisor 
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